
みなと通信

第1号 平成30年（2018年）1月

発行 国土交通省港湾局
東京都千代田区霞が関2-1-3
電話 03-5253-8670 〒100-8918

昨年12月22日に「平成30年度税制改正の大綱」が閣

議決定されました。港湾関係の税制措置は、以下の

通りです。

「平成30年度税制改正の大綱」
閣議決定

昨年12月8日、「生産性革命」と「人づくり革命」

を車の両輪として、少子高齢化という最大の壁に立

ち向かうため、2020年に向けて取り組んでいく「新

しい経済政策パッケージ」が閣議決定されました。

港湾関係では、AI等の活用によりターミナル運営

全体を効率化・最適化して世界最高水準の生産性を

目指す「AIターミナル」、観光分野における生産性

を向上する「クルーズ船の受入環境改善」、日本経

済全体の生産性を上昇させるインフラ整備として

「国際コンテナ・バルク戦略港湾」、インフラ整備

の現場に３次元データの活用やICT導入を推進する

「i-Construction」（分野横断的な施策）が位置付け

られています。

「新しい経済政策パッケージ」
閣議決定

「平成29年度補正予算案」及び
「平成30年度予算案」閣議決定
平成29年度補正予算案では、港湾関係として、九州

北部豪雨等を踏えた緊急防災・減災対策や総合的な

TPP等関連政策大綱に基づく農林水産物の輸出環境の

整備等に必要な予算を計上しております。

また、平成30年度予算案では、港局関係として、

『被災地の復旧・復興』、『生産性の向上と新需要の

創出による成長力の強化』、『国民の安全・安心の確

保』、『豊かで活力のある地域づくり』の 4 分野の取

組を強力に推進することとしております。これによ

り、大規模自然災害等から国民の生命と財産を守ると

ともに、ストック効果が最大限発揮されるような事業

に重点投資を図りつつ、生産性の向上と新需要の創出

を導く社会資本の整備を推進し、我が国の成長力を高

め、持続的発展を支えてまいります。

Ⅰ 災害復旧・防災減災事業への対応
○公共土木施設等の災害復旧等・・・・・・ 3,294百万円
○緊急防災・減災事業・・・・【港 湾】19,588百万円

【港湾海岸】 1,172百万円
Ⅱ 生産性革命等に向けて実施すべき施策
○コンテナターミナルの生産性向上・・・・・・51百万円

Ⅲ 総合的なＴＰＰ等関連施策
○農林水産物の輸出拠点等となる港湾整備 ・3,184百万円
○クルーズ船の受入環境改善・・・・・・・ 5,002百万円

Ⅳ その他喫緊の課題への対応
○侵入初期特定外来生物定着防止対策事業・ ・217百万円

事 業 区 分

平成30年度

予 算 案

（A）

平成29年度

予 算 額

（B）

対前年度

比

（A/B）

公

共

港湾整備事業 232,754 232,057 1.00

港湾海岸事業 9,792 9,792 1.00

災害復旧事業等 1,252 1,252 1.00

小 計 243,798 243,101 1.00

非

公

共

国際クルーズ旅客受
入機能高度化事業

700 1,000 0.70

国際戦略港湾競争力
強化対策事業等

1,972 1,884 1.05

行政経費 858 873 0.98

小 計 3,530 3,756 0.94

合 計 247,328 246,857 1.00

注１）上記は、歳出国費である。

■平成30年度港湾局関係予算案の概要
（単位：百万円）

■平成29年度港湾局関係補正予算案の概要

注１）上記は、歳出国費である。

○国際クルーズ拠点を形成する港湾等において整備された旅客
施設等に係る固定資産税等の非課税措置の明確化

○港湾の耐震対策の推進のための特例措置
緊急度の高い地域に存在する護岸等への適用税率を拡充した上で、

法人税については５年間、固定資産税については３年間の延長

○軽油引取税の課税免除の特例措置
「港湾整備等に従事する作業船」、「港湾運送に使用される機械・

船舶」に係る軽油引取税の課税免除の特例措置について３年間の延長

○公共の危害防止のために設置された施設又は設備に係る課税
標準の特例措置の延長

固定資産税について２年間の延長

https://www.facebook.com/PHB.MLIT.Japan

国土交通省港湾局のfacebook
～みなとに行ってみませんか～

「沖縄県内最大級の大型高
速船「ぱいじま２」が就航」

（12月10日投稿）

先月のトップアクセス記事

石垣港離島桟橋に接岸する「ぱいじま２」（（有）安栄観光）

ＱＲコードからもアクセスできます

https://www.facebook.com/PHB.MLIT.Japan


16(火)～17(水)

20(土)

20(土)～21(日)

21(日)

第1号 平成30年（2018年）1月

地域発みなとのイベント情報

2017年（1月～12月）の訪日クルーズ旅客数は

253.3万人（前年比1.27倍）、我が国港湾へのクルー

ズ船の寄港回数は2,765回（前年比1.37倍）となり、

いずれも過去最高を記録しました。

また、昨年7月26日に国土交通大臣が６港（横浜

港、清水港、佐世保港、八代港、本部港、平良港）

を国際クルーズ船拠点形成港湾に指定し、今後も政

府として「2020年に500万人」の実現に向け、引き続

き、受入環境の整備等に取り組んでまいります。

「木更津恋物語 冬花火 in 恋人の聖地」
(平成26年より開催している花火大会、於：木更津港)

「海と産業革新コンベンション～ブルーアースとビジネスの融合～」
(海洋に関する技術・研究成果等が集結、於：横浜港大さん橋)

「第71回館山湾寒中水泳大会」
(旧制安房中水泳部の寒中稽古が由来、於：みなとオアシス“渚の
駅”たてやま)

「第5回横浜港大さん橋マルシェ」
(各地の特産品が集う横浜初の岸壁市場、於：みなとオアシス横浜港)

「宇出津港のと寒ぶりまつり」(石川県能登町)
(能登町の寒ぶりを存分に堪能、於：みなとオアシス宇出津)

「川崎港東扇島の広域防災拠点で防災訓練」
(管理運営訓練及びヘリコプター夜間離着陸訓練、於：川崎港東扇島)

「もんべつ流氷まつり」
(天然氷でつくられたメインステージ、於：みなとオアシスもんべつ)

「雪中ジャンボかきまつり2018」(石川県穴水町)
(特大の炭火コーナーでカキを堪能、於：みなとオアシス穴水)

「あばしりオホーツク流氷まつり」
(流氷みこし、雪像、氷像を楽しむ、於：みなとオアシス網走)

「高知港開港80周年・高知新港開港20周年記念講演会」
(於：三翆園)

「第24回五島椿まつり」(長崎県五島市)
(五島うまかもん市などを開催、於：みなとオアシス五島福江)

13(土)～2/10(土)
（土曜日のみ開催）

8(木)

9(木)～12(月)

10(木)～11(日)

10(木)～12(月)

16(金)

7(土)

１月

２月

訪日クルーズ旅客250万人達成

■アジアの活力を取り込む航路網の形成

交通政策審議会第69回港湾分科会（昨年11月10日）

の審議を経て、「港湾の中長期政策『PORT 2030』中

間とりまとめ」を公表しました。

中間とりまとめでは、将来の港湾が果たすべき役割

として、「列島を世界に開き、つなぐ【Connected

Port】」、「新たな価値を創造する空間【Premium 

Port】」、「第4次産業革命を先導するプラットフォ

ーム【Smart Port】」の３つを掲げ、特に推進すべき

政策の方向性を以下の８本柱にまとめています。

現在、２月末までパブリックコメントを実施してお

り、本年夏頃予定の最終とりまとめに向けて幅広く意

見を募集しています。

港湾の中長期政策「PORT 2030」
中間とりまとめ公表・パブコメ実施中

１．グローバルバリューチェーンを支える海上輸送網の構築
・東南アジアシャトル便など国内主要港からの直航航路拡充
・国際コンテナ戦略港湾の機能強化と基幹航路の維持・拡大

（下図参照）

２．持続可能で新たな価値を創造する国内物流体系の構築
・フェリー/RORO船ターミナルの高度化と海陸一貫輸送網形成
・離島や地域の農水産品移輸出を支える港湾機能の拡充

３．列島のクルーズアイランド化
・官民連携による国際クルーズ拠点の形成
・クルーズサービスの多様化と広域周遊ルート形成

４．ブランド価値を生む空間形成
・「海に開け、船や来客を迎え入れる」おもてなし空間形成
・文化/歴史を活かしたみなとまちづくりや賑わい空間創出

５．新たな資源エネルギーの受入・供給等の拠点形成
・コンビナート更新と合わせた輸送インフラの更新・改良
・大型船対応による調達先の多様化/受入拠点の分散化

６．港湾・物流活動のグリーン化
・LNGバンカリング拠点の形成と展開
・世界に先駆けた「カーボンフリーポート」の実現

７．情報通信技術を活用した港湾のスマート化・強靱化
・世界最高水準の生産性を目指す「AIターミナル」の実現
・情報の発信・共有化を通じたサプライチェーンの最適化

８．港湾建設・維持管理技術の変革と海外展開
・設計/施工/点検の効率化、作業環境の改善/安全確保
・港湾施設の劣化状況の遠隔モニタリングと事故の未然防止

http://www.mlit.go.jp/report/press/port03_hh_000037.html

各地から寄せられた港における様々な取組を紹介してまいります

■中長期政策の方向性（８本柱）と施策例

外国船社として、四日市港に初入港した
イタリア船籍「コスタ・ネオロマンチカ」＝1月2日（火）
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東南アジア等の地域
からの集貨等を通じて、
我が国と欧米等世界の
主要市場とを結ぶ
長距離基幹航路の
寄港を維持・拡大

世界の人口の半分を占める
アジアへの時間距離を短縮し、
「環太平洋経済圏」と「環日本海
交流圏・ユーラシア経済圏」の
ダイナミズムを両面から
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報道発表資料「港湾の中長期政策『PORT 2030』中間とりまとめ」
の公表・パブコメ実施」


